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Synopsis

This study examines the diagnostic approach of multifractality of 3D atmospheric field for

LCSs using a cloud-resolving model (CRM) with 500-m horizontal resolution. Multifractal is

defined as power laws of 3D spatial scale for water vapor flux (QVF) and turbulence kinetic

energy (TKE). QVF and TKE showed intense multifractality corresponding to convection

initiation and the development of a back-building-like convective cluster. To define the period

of the organization of LCS, we estimate the temporal variation of convective mass flux (CMF)

which is the total volume of upward moisture flux and fractal dimension of updraft (FDU).

When the isolated convective clouds initiated FDU showed a gradual increasing tendency.

CMF and FDU increase as merging convective clouds and forming LCS and we defined this

period as the organization of LCS. Our analyses revealed multifractal signals on QVF and

TKE that appeared about 1-h before LCS was organized. We conducted the ensemble forecast

experiment of the Kameoka LCS event, indicating increasing FDU and intense multifractal

features on QVF and TKE before the organization of LCSs.
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予報
Keywords: linear-shaped convective systems, multifractal, organization, cloud-resolving
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1. 研究の背景

線状対流系は特定の地域で数時間以上持続する長
さ 50-300 km，幅 20-50 kmの空間スケールの降水系
である．Bluestein and Jain (1985)によるメソ対流系
の分類においてバックビルディング型形成に相当す
る現象であり，風上側で発生した積乱雲が発達しな
がら風下側へ移動し，積乱雲の発生が継続し流域災
害を引き起こす恐れがある．Fig. 1 に線状対流系事

例とされる 2012 年京都亀岡豪雨，2014 年広島豪雨
の XRAIN (eXtended RAdar Information Network)地
上降水強度の時空間変化を示す．特定の領域で強い
降水を伴う積乱雲が繰り返し発生，世代交代を続け
て帯状の降水域を数時間に渡り維持された．この豪
雨により周辺地域では浸水害や土砂災害等の災害が
引き起こされた (気象庁 2012;内閣府 2014)．

2020年球磨川豪雨を始めとした比較的空間スケー
ルの大きい線状対流系では，梅雨前線上を東進する
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(b) Hiroshima

Fig. 1 Hovmöller diagrams of rainfall intensity ob-

served in (a) the Kameoka torrential rainfall event in

2012 and (b) the Hiroshima torrential rainfall event in

2014. Those figures were obtained by eXtended RAdar

Information Network (XRAIN) managed by Ministry

of Land, Infrastructure, and Tourism in Japan. (a)

shows the averaged values in the north-south direction

(34.6◦–35.2◦N), and (b) shows the averaged values in

the west-east direction (131.8◦–132.8◦E).

メソ低気圧に付随して発生する場合がある．一方で，
上述の線状対流系事例ではより局所的な小スケール
の要因で発生し，自律的に組織構造を形成していると
考えられる．こうした “組織化”が発生する要因の一
つは風速場や熱力学プロファイル等の環境場の特徴
にあると考えられる．中北ら (2000) は 1998 年 8 月
に栃木県那須町を中心に発生した線状対流系事例に
おける 3次元レーダー観測，並びに AMeDAS地上風
速場と上空の GPVデータを結合して推定された大気
場を解析した．その結果，線状対流系が発生してい
た領域で他の場所よりも常に CAPEが高くなってい
たこと，バルクリチャードソン数等の大気指標が降水
系のタイプと関連性があることを示した (Nakakita et
al. 2000)．Unuma and Takemi (2016 a,b)は気象レー
ダーで観測した雨域の形状から我が国で発生した準
停滞性降水系 4133 事例を対象として，ラジオゾン
デによる高層観測データから推定した環境場指標を
用いた統計的解析を行った．形状が線状・団塊状と

Fig. 2 Computation domain for (a) Kameoka event and

(b) Hiroshima event.

判定された降水系の環境場指標より，前者は CAPE
が有意に小さく，下層の鉛直シアは後者の方が有意
に大きいことが示された．特に線状の降水系はバル
クリチャードソン数が平均で 32.8という値が示され
ている．このような環境場特性は，梅雨前線帯から
離れて発生する孤立局所型の線状対流系に共通して
みられる (小坂田・中北 2021;仲ら 2024)．また Kato
(2020) では水蒸気フラックスやストームに相対的な
ヘリシティ等の 6 条件により，線状降水帯が発生し
やすい環境場を特徴づけている．
線状対流系の組織化は，降水エコー同士の併合と

して捉えられることが多く，サブグリッドスケール
の乱流や雲微物理，雲同士の相互作用といった多様
なスケールの側面を有している．例えば Takahashi
et al. (1996)は，併合現象を説明する仮説として，i)
冷気外出流による上昇流の拡大，ii)異なる発達段階
にある雲が融合することで生じた雲微物理的効果に
よる降雨の増加の 2 つを挙げている．しかし前者は
下層が湿潤な環境場であることが多い日本の梅雨期
において必ずしも強い冷気外出流が発生するとは限
らないことに留意する必要がある．また雲解像モデ
ルを用いたシミュレーションにおいて，雲内部の乱
流表現が降水系の組織化，ひいては積算降水量等に
影響を与えることが指摘されている (Machado and
Chaboureau 2015; Luo and Chen 2015)．大屋・山田
(2024) は XRAIN に基づき線状対流系内部の降水セ
ルを追跡し，発生した降水セルの 3割程度が併合・発
達を続けていたと結論付けている．
以上を総括すると，一般的に線状対流系の組織化

は積乱雲の上昇流が併合することと考えられる．そ
の原因は水蒸気フラックスに伴う凝結，凝結に伴う
乱流生成，上昇流の発達・併合，降水粒子の蒸発に伴
い対流系内部で不安定な成層が維持されるという正
のフィードバックとして整理できる．
こうした性質を踏まえると，線状対流系発生や組

織化のメカニズム解析，及びリアルタイムでの早期
探知に向けて，水蒸気フラックスや乱流を 3 次元的
に観測可能な機器の開発が進むことが望ましい．水
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Table 1 Experimental configuration

実験名 2012年亀岡豪雨 2014年広島豪雨
地図投影法

基準緯度・経度
ランベルト正角円錐図法

30◦N, 60◦N，135◦E

ランベルト正角円錐図法
30◦N, 60◦N，130◦E

格子解像度 [m] 500×500×250

格子数 (x, y, z) 600×600×61 620×660×81

最小鉛直解像度 150 m

地形データ /海面水温 SRTMGL1 (∆x ∼30 m) / MGDSST (∆x = 0.25◦)

初期値 /側面境界値 気象庁MSM解析値, 3 h

初期時刻 /予報時間 7月 14日 21 JST / 9 h 8月 19日 18 JST / 9 h

雲微物理 氷相を含むバルク法のパラメタリゼーション (混合比と数濃度を予報)

サブグリッドスケール 1.5次の TKEクロージャ

蒸気フラックスや乱流分布のパターンから線状対流
系の “タネ”となる兆候を捉えることができれば，組
織化された線状対流系の発生を認知し，早期の防災
行動を展開することが可能になると期待される．
定量的なパターン解析手法であるマルチフラクタ
ルは，対象とする分布の値区間ごとに空間的な領域
の形状を定量的に評価する枠組みである．降水現象
への適用例には，レーダー観測に基づいた層状/対流
性降水の判別 (Tchiguirinskaia et al. 2011)，地形性降
水の理想実験の解析 (Nogueira et al. 2013)，台風事例
のレーダー観測・モデル実験の比較 (Lee et al. 2020)，
衛星観測に基づいた南米熱帯域のメソ対流系の解析
(Carvalho et al. 2002)が挙げられる．多くの研究は雲
水・雨水等の降水粒子に着目する中で，大野ら (2022)
は線状対流系周辺の水蒸気フラックスの 3 次元分布
を解析に適用し，対流発生前後で顕著にマルチフラ
クタル的状態が変化したことを示した．ただしマル
チフラクタルのみでは，孤立した積乱雲と積乱雲群
の区別は難しいという課題がある．上昇流の観点か
ら定量的に組織化を議論し，マルチフラクタル性と
の比較を通じて組織化を理解する必要がある．また，
線状対流系ののような豪雨現象における 3 次元乱流
のマルチフラクタル性に関する研究例はない．
本研究では，上昇流域の強度・形状に着目して独自
に定義した組織化指標の時系列変化と比較し，マル
チフラクタル指標が豪雨発生ないし組織化にどの程
度先行して発生しているかを検証する．3 次元非静
力学雲解像モデルを用いた線状対流系の再現実験を
対象に，組織化指標の検討，並びに水蒸気フラック
ス，及び乱流の 3 次元分布のマルチフラクタル解析
を行う．さらに，摂動を与えた初期値に対して以上
の性質がどの程度ロバストに示されるかを検証する

べく，アンサンブル予報実験を用いた解析を行う．
本論文の構成は以下のとおりである．まず第 2 章
ではマルチフラクタル解析や組織化指標の定義，雲
解像モデルの設定について説明する．第 3 章では組
織化指標の時系列変化から線状対流系の組織化の時
間帯を定義し，マルチフラクタル的変化の先行性及
びその要因について議論する．さらに第 4 章では第
3章の解析をアンサンブル予報実験へ応用し，線状対
流系の早期探知手法への応用可能性を議論する．そ
して第 5章では結論と今後の課題を述べる．
なお，本稿は大野ら (2024)に加えて，アンサンブ
ル予報実験の積算降水量やコンポジット解析の詳細
を追記したものである．

2. 研究手法

2.1 雲解像モデルの設定
本研究では，線状対流系の再現実験を 3次元非静力

学雲解像モデル CReSS を用いて実施した (Tsuboki
2023)．Table 1に，再現実験の設定の主要な項目を掲
載している．計算領域は Fig. 2 に示すように近畿地
方，及び中国・四国地方の大部分をカバーする領域を
設定した．鉛直方向には平均層厚 250 mであるスト
レッチングを適用し，地形に沿う座標系を設定した．
CReSS に適用した地形データは格子解像度約 30 m
の SRTMGL1 (NASA JPL 2013)とし，海面水温には
気象庁 NEAR-GOOS 地域リアルタイムデータベー
スで公開されているMGDSSTを用いた (Kurihara et
al. 2006)．各実験の初期値・側面境界値には毎 3 時
間の気象庁MSM解析値を使用した (JMA 2023)．
亀岡豪雨を対象としたアンサンブル予報実験では，

側面境界値に MSM 予報値を使用した以外は再現実
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験と同一の設定である．初期摂動の作成には，気象現
象における非線形的な効果を摂動に反映可能な BGM
法を適用し，計 40個のアンサンブルメンバーを作成
した (Toth and Kalnay 1993; 1997)．
マルチフラクタル解析の対象は，CReSS の予報
変数である風速 u,v,w，水蒸気混合比 qv を含む水
蒸気フラックス (QVF)，及び乱流運動エネルギー
(Turbulence Kinetice Energy; TKE) とした．各変数
の定義を式 (1)，(2) に示す．ただし‾は時間平均量
を表し，風速成分の平均量からの偏差量に ′′ を付し
ている (Tsuboki and Sakakibara 2007)．

QV F = ρqv

√
u2 + v2 +w2 (1)

T KE =
1
2

(
u′′2 + v′′2 +w′′2

)
(2)

2.2 マルチフラクタル解析
マルチフラクタル解析の具体的な手順は大野ら

(2022) に準じた．まず解析対象とする 3 次元分布を
サイズ ε を持つ単位ピクセルに分割する．ゼロでな
い値を持つ各ピクセルについて，領域全体からの相
対値である確率測度 Pi(ε) を算出し，確率測度 Pi(ε)
の (q−1)次モーメントである分配関数 Zq(ε)，及び
一般化次元 Dq を式 (3), (4)のように定義する．

Zq(ε) =
N(ε)

∑
i=1

{Pi(ε)}q , (3)

Dq =
1

q−1
lim
ε→0

lnZq(ε)
lnε

(4)

ここで N(ε)はゼロでない値を持つピクセルの総数
である．パラメータ q は任意で設定可能である．例
えば q = 0の場合は，式 (3)よりゼロでない値を持つ
ピクセルの個数 N(ε)に等しい．よって式 (4)から，

D0 =− lim
ε→0

lnN(ε)
lnε

(5)

が導出される．式 (5) はゼロでない値を持つ領域の
フラクタル次元を表している．実際の解析では，複
数のピクセルサイズ ε に対して分配関数を計算し，
最小二乗法を用いて D0 を推定した．
同様に，より大きな値の q を設定することで，式

(3)の和に主に寄与する領域は，より大きな確率測度
Pi(ε)を持つピクセルの領域に変化する．この性質に
基づけば，一般化次元 Dq とはパラメータ qで指定さ
れた値区間に対する (広義の)フラクタル次元と考え
られる．従って，分布中で同一の Dq を持つ場合はモ

ノフラクタル，qによって異なる Dq が示される場合
はマルチフラクタルと呼ばれる (大野ら 2022)．
一般にマルチフラクタル的な分布では，qが大きく

なるほど Dq の値は小さくなる．これは 3 次元分布
中で相対的に大きな値を持つ領域が局在化するため
である．以上から，対象とする分布のマルチフラク
タル性が強いとは，パラメータ q に対して一般化次
元 Dq の値同士が大きな差を持つことと考えられる．
例えば水蒸気フラックスにおいてマルチフラクタル
性が強いとは，強い上昇流の周辺で局所的に水蒸気
フラックスが大きい分布と対応する．本研究ではマ
ルチフラクタル性の強さを表す指標として一般化次
元 Dq の差分を適用した (Carpineti et al. 2024)．具体
的には，分布中で相対的に大きな値の部分を抽出し
た D7 と小さな値の部分を抽出した D1 を用いて，マ
ルチフラクタル指標を式 (6)のように定義した．

∆Dq = D1 −D7 (6)

2.3 組織化指標
組織化を定量的に診断するため，本研究では 3次元

的な上昇流域の形状及び強度に着目した指標を定義
した．具体的には，(i) w ≥ 1 m s−1を満たす上昇流域
の形状を表すフラクタル次元 D0 (Fractal Dimension
of Updraft; FDU)，(ii) 上昇流により輸送される湿潤
空気の総量である対流性質量フラックス (Convective
Mass Flux; CMF) [kg m s−1 ] を解析対象とした．前
者については式 (5)を上昇流に適用して解析した．ま
た後者は式 (7)のように定義した．ここで，ρm は湿
潤空気の密度，wは鉛直風，Vu は w ≥ 1 m s−1 を満
たす格子の集合である．

CMF =
∫

Vu

ρmw dV (Vu ∈ w ≥ 1 m s−1) (7)

3. 再現実験の解析結果

3.1 地上降水強度・上空の上昇流域
Fig. 3(a)-(d)に，各再現実験における地上降水強度
の分布を示す．亀岡豪雨では六甲山付近及び大阪北
部の北摂山地から散発的な雨域が発生していた．こ
れらの雨域は風下側である北東方向に移流しながら
拡大し，同時に風上側で新たな雨域が出現し続ける
ことで雨域の併合が進み，北摂山地から京都府南部
にかけて帯状の降水域を形成するようになった (Fig.
3(a), (b))．また広島豪雨では，山口県南東部を起点
に，広島市付近へ帯状の降水域が拡大しつつ，ゆっく
りと北進していく様子が見られた (Fig. 3(c), (d))．
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Fig. 3 Rainfall intensity (a) before and (b) after the organization of LCSs in the numerical simulation of the

Kameoka event. (c), (d) also shows the results of the Hiroshima event. (e)-(h) shows the updraft (red) and down-

draft (blue) at the 1.5 km altitude at the same time as (a)-(d). Long (short) barbs in (a)-(d) correspond to the 2

m s−1 (1 m s−1 ), and those in (e)-(h) correspond to the 5 m s−1 (2.5 m s−1 ). Orange lines indicate the analysis

domain. Black solid lines in (a)-(d) show the location of the vertical cross-section as shown in Fig. 6.
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(b) Hiroshima

Fig. 4 Hovmöller diagrams of averaged rainfall in-

tensity obtained by the numerical simulations of (a)

Kameoka and (b) Hiroshima event. Black solid lines

indicate the organization period as shown in Table 2.

どちらの再現実験においても組織化前の高度約 1.5

kmにおける上昇流域は散発的で，その周辺には補償
流の下降流が分布していた (Fig. 3(e), (g))．その 1時
間後には，降水強度と共に上昇流域も帯状に併合・拡
大していた (Fig. 3(f), (h))．すなわちこの 1時間の間
に線状対流系の組織化が進行したと推測される．

Fig. 4 に各再現実験における平均的な地上降水強
度の時空間変化を示す．亀岡豪雨では，Fig. 3で示し
た 15 日 0120–0220 JST という時間帯以降に地上降
水強度が顕著に増大し，北摂山地に相当する 135.6◦E
付近で活発な雨雲が数時間にわたり発生し続けたこ
とがわかる．これに対して広島豪雨では 19 日 2200
JST以前から，山口県南東部に対応する 34.0◦–34.2◦N
付近で降水域が発生し，2300 JST以降では雨がより
強まった (Fig. 3(c), (d))．XRAIN 観測 (Fig. 1) と比
較すると，どちらの再現実験においても雨量はやや
少なく降水が発生した時間帯にずれがあるものの，
ほぼ同じ領域で繰り返し積乱雲が発生し続けるとい
うバックビルディング型の線状対流系の特徴を一定
程度表現することに成功したと考えられる．

3.2 組織化指標・マルチフラクタル指標の比較
Fig. 5(a) に，亀岡豪雨の再現実験における組織化
指標の時系列変化を示す．ここで解析領域の水平位
置は Fig. 3 の橙線で示す (亀岡豪雨では東西 90 km
× 南北 60 km × 鉛直 15 km，広島豪雨では東西 90
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Fig. 4 Hovmöller diagrams of averaged rainfall in-

tensity obtained by the numerical simulations of (a)

Kameoka and (b) Hiroshima event. Black solid lines

indicate the organization period as shown in Table 2.
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Fig. 5 Temporal variation of CMF and D0 in (a) Kameoka and (b) Hiroshima event. Each color plots correspond to

every 5 min. and black marks show every 10 min. after the rainfall intensity over 50 mm h−1 for the first time in

each simulation. (c) shows the temporal variation of the multifractal index of QVF (blue) and TKE (orange). Red

rectangular indicates the organization period as shown in Fig. 2.

Table 2 Comparison of the time when the multifractal

indecies turned to increase and the organization periods

事例 亀岡豪雨 広島豪雨

QVF
15日 0100 JST

(−20)

19日 2055 JST

(−25)

TKE
15日 0055 JST

(−25)

19日 2105 JST

(−15)

組織化
15日

0150–0210 JST

(+30 – +50)

19日
2220–2300 JST

(+60 – +100)

km ×南北 90 km ×鉛直 20 km)．亀岡豪雨では，線
状対流系が発生する前に対応する寒色系の時間帯に
おいて D0，CMFの双方の変化は比較的小さかった．
その後 50 mm h−1 を超える降水強度が出現し始めた
0120–0200 JSTにかけて，D0 が 1.76から 1.90に増
加していた (Fig. 5(a)上向き三角印，バツ印)．
上昇流域のフラクタル次元の増大は，この領域が

水平・鉛直方向に拡大していることと対応すると考
えられる．上昇流域が点在する状況から帯状へと変

化する時間帯 (0150–0210 JST)では，それまで D0 の
みが拡大した傾向が CMF も増大する傾向へと変化
した．その後も増大傾向は継続し，対流系が衰退に
向かう 0430 JST以降では D0，CMFの双方が減少に
転じた．本研究で定義した組織化指標は，線状対流
系の組織化を捉えるだけでなく，衰退期に入る兆候
を捉える指標としても有効なことが示唆される．
一方で Fig. 5(b) に示した広島豪雨の組織化指標
は，組織化された線状対流系が発生する前である
2000–2100 JSTにおいて上昇流のフラクタル次元 D0

が増加した．これは先行して発生した雨雲の上昇流
に対応した時間変化と考えられる．D0 と CMFは一
時的に停滞するものの，強雨が開始する 2120 JST以
降で再び D0 が増大し始めた．上昇流域の併合が進
行した 2220 JST以降では CMFも顕著に増大し，プ
ロットは右肩上がりの変化を示した．明瞭な線状対
流系が出現した時間帯 (2300 JST以降)で CMFが顕
著に増大した傾向は，亀岡豪雨における傾向と共通
していた．以上の性質に基づき，組織化指標におい
て D0，CMFの両方が顕著に増大を始める時間帯を，
線状対流系の「組織化の時間帯」と定義する．

Fig. 5(c)，(d)に組織化指標に基づき定義された時
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Fig. 6 (a) and (b) illustrates the vertical cross-section of vertical wind (shade), the total amount of precipitation

particles (contours), and horizontal wind (barbs) in Kameoka event. (c) and (d) also the same but for Hiroshima

event. (e)-(h) show QVF and (i)-(l) show TKE on the same vertical cross-sections. The green area at the bottom

of each figure shows the topography in the numerical simulations.

間帯，及びその前後における QVF，TKEのマルチフ
ラクタル指標 ∆Dq の時系列を示す．亀岡豪雨では，
0100 JST 以前は 2 つの指標 ∆Dq は比較的小さい値
で推移した．その後 QVFの方はマルチフラクタル指
標が増大し，組織化の時間帯 (Fig. 5(c)赤枠)では時
間変化率が最大に達していた．組織化された線状対
流系が出現していた 0220 JST 以降も ∆Dq の増大は
継続し，0320 JSTを境に減少に転じていた．この時
間帯以降，北摂山地付近での雨雲の発生は次第に沈
静化していった．これに対して TKEは QVFに比べ
て時間変化が大きく，強雨開始時刻にかけて急速に
マルチフラクタル性が高まった．これとは対称的に，
組織化の時間帯以降は一定の範囲内で推移した．
また広島豪雨の再現実験における時系列 (Fig. 5(d))
でも，QVFのマルチフラクタル指標は組織化の時間
帯にかけて時間変化率が最大に達し，その後ピーク
アウトしていくといった亀岡豪雨と共通した特徴が
見出された．一方で TKEの方は全体として時間変化
が大きい傾向が解析期間全体に渡り継続した．Fig.
4(b) に示した広島豪雨の再現実験での雨量の時空間
変化では，2000 JSTから弱い雨域が一時的に発生し
衰退していた．こうした雨域に対応して TKE が生

成されたため，2100 JST以前にマルチフラクタル性
が強くなったと考えられる．ただしこの弱い雨域は
Fig. 3(d)で示した帯状の降水域の約 3時間前に発生
しており，バックビルディング機構を通じた帯状の雨
域への組織化に直接的な影響を与えたとは考え難い．
以上を踏まえ，各再現実験における帯状の降水域

の組織化に関連した変化が見られた時刻を Table 2に
掲載した．括弧内の数字は帯状の降水域に関連した
50 mm h−1 を超える地上降水強度が確認された時刻
との差を分単位で表す．QVF，TKE の ∆Dq は強雨
開始の 15–25 分前から，組織化の時間帯に対しては
約 1–1.5時間前から増大し始めていたことがわかる．

3.3 鉛直断面における鉛直流・QVF・TKE分布
次に，線状対流系の組織化前後における鉛直風，

QVF，TKEの空間分布の変化を解析する．Fig. 3(a)–
(d) の黒実線で示した水平位置における鉛直断面を
Fig. 6 に示す．亀岡豪雨の再現実験において 50
mm h−1 を超える降水強度が始めて確認された時
刻 (Fig. 6(a))では，中心付近に最大 5 m s−1以上の上
昇流を伴う単独セルが見られた．またこの単独セル
の風上側 (同図の左下)では，新たに発生しつつある
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が強くなったと考えられる．ただしこの弱い雨域は
Fig. 3(d)で示した帯状の降水域の約 3時間前に発生
しており，バックビルディング機構を通じた帯状の雨
域への組織化に直接的な影響を与えたとは考え難い．
以上を踏まえ，各再現実験における帯状の降水域

の組織化に関連した変化が見られた時刻を Table 2に
掲載した．括弧内の数字は帯状の降水域に関連した
50 mm h−1 を超える地上降水強度が確認された時刻
との差を分単位で表す．QVF，TKE の ∆Dq は強雨
開始の 15–25 分前から，組織化の時間帯に対しては
約 1–1.5時間前から増大し始めていたことがわかる．

3.3 鉛直断面における鉛直流・QVF・TKE分布
次に，線状対流系の組織化前後における鉛直風，

QVF，TKEの空間分布の変化を解析する．Fig. 3(a)–
(d) の黒実線で示した水平位置における鉛直断面を
Fig. 6 に示す．亀岡豪雨の再現実験において 50
mm h−1 を超える降水強度が始めて確認された時
刻 (Fig. 6(a))では，中心付近に最大 5 m s−1以上の上
昇流を伴う単独セルが見られた．またこの単独セル
の風上側 (同図の左下)では，新たに発生しつつある
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端と対応し，シアに伴う乱流生成が活発だったこと
が示唆される．また高度 1–6 km における対流系内
部でも TKEは組織化前に比べて増大しており，対流
により下層の水蒸気が上空へ輸送されることで不安
定な成層が保たれ乱流が生成されていたと考えられ
る．Fig. 5(c)，(d) に示したように TKE のマルチフ
ラクタル性は時間的な変動が大きく，その要因には
降水粒子の潜熱放出・吸収等の雲微物理過程とサブ
グリッドスケールの乱流との相互作用があることが
示唆される．詳細な解析は将来的な課題とするもの
の，初期対流の発生・発達に対応して TKEのマルチ
フラクタル性の増大が生じたと考えられる．

4. アンサンブル予報実験の解析結果

組織化指標，及びマルチフラクタル指標の性質が，
摂動を与えた初期値を用いた数値実験において普遍
的な性質であるかを検討するため，亀岡豪雨のアン
サンブル予報実験を用いた解析を行った．
計算開始後 3-9 時間を解析対象にした各メンバー
の 6時間積算降水量を Fig. 7に示す．最も多い積算
降水量が見られたメンバー (No.29)では最大で約 140
mmであり，XRAIN観測における積算降水量 (最大
で約 180 mm)，SRTMGL1を用いた再現実験におけ
る積算降水量 (最大で約 240 mm) と比べると全体的
に降水量を少ない傾向にあった．一方で，京阪神エ
リアで南西-北東方向に走向を持つ帯状の降水域が見
られたメンバーもいくつか存在していた．線状対流
系の対流コアを解像するためには少なくとも格子解
像度 500 m が必要になること (Kato 2020) を考慮す
れば，今回のアンサンブル予報は定量的雨量予測にお
いて一定程度の予測精度を有していたと考えられる．
本項では，アンサンブルメンバーの中でも京阪神
エリアに比較的多くの積算降水量を示していた 10メ
ンバー (No.3, 8, 10, 12, 23, 24, 29, 30, 31 32)を中心
に組織化指標，およびマルチフラクタル性の解析を
行った．

Fig. 8 は上述のメンバーにおける上向き CMF お
よび上昇流域のフラクタル次元を 5 分ごとに示した
図である．6.2 項で解析した亀岡豪雨の再現実験と
同様に豪雨開始前後から上昇流域のフラクタル次元
が増大し始め，やがて上向き CMF も増加するメン
バーがいくつか確認された (Fig. 8(a)，(b)，(d))．た
だし今回のアンサンブル予報実験では必ずしも上向
き CMF の顕著な増加が伴った訳ではなかった (Fig.
8(c)，(e)，(f)，(g)，(h)，(i)，(j))．それでも豪雨開始
前後の時間帯に上昇流域のフラクタル次元が増大し，
対流系の上流部で新たな降水セルが発生しなくなっ

た時間帯ではこのフラクタル次元が縮小に転じる，と
いう振る舞いはほとんどのメンバーで共通していた．
メンバー間での上向き CMF の振る舞いが異なる原
因は発生場所の地形や大気安定度，水平収束の多寡，
乱流等のパラメタリゼーション手法など様々な要因
が考えられるものの，どの要因が上向き CMFを決定
する上で重要なのかといった詳細な解析は今後の課
題とする．

Fig. 9 に同じメンバー群における水蒸気フラック
スのマルチフラクタル指標の時系列を示す．アンサ
ンブルメンバー全体の時系列 (緑・灰色線)と比較し
て，再現実験における時系列 (青破線)は上に位置し
ており，解析対象とした時間帯において水蒸気フラッ
クスのマルチフラクタル性が強い傾向にあることが
わかる．これは発生する対流の空間規模や強度，お
よび下層ジェットの再現性を反映した結果であると
推測される．また帯状の降水域が発生していたメン
バー群の中に，再現実験における線状対流系の発生
時に見られた長いピークを持つといった特徴は現れ
ていなかった．このことは各メンバー内で発生した
線状対流系が，再現実験において見られたそれより
も寿命が比較的短かったことと対応すると考えられ
る．計算開始後 7-9 時間後においてはアンサンブル
メンバー全体として ∆Dq が増加傾向を示していた．
第 4 章において下層の対流不安定度の時系列を解析
した際にも時間とともに対流不安定度が増す傾向に
あったことから，この増加傾向は対流系の発生とい
うよりは境界値 (総観場)の影響で下層の水蒸気流入
が増加したことの影響を受けたと考えられる．

Fig. 9 に示した帯状の降水域が形成されていたメ
ンバーでは，黒三角印で示した地上降水強度が 50
mm h−1 を超えた時刻の前後から ∆Dq が増加して
いたことがわかった．ただしその増加の度合いはメ
ンバー間でさまざまであった．六甲山付近を起点と
した帯状の強雨域が維持されていたメンバー (Fig.
9(d)) では，線状対流系の発生に際して比較的鋭い
ピークが 0100-0200 JST に見られていた．これに対
して六甲山の南側の大阪湾上を起点とした帯状の強
雨域が維持されていたメンバー (Fig. 9(g)) では増加
のピークは見られたものの Fig. 9(d)と比べると小さ
かった．前者は対流系の組織化に際して上向き CMF
の顕著な増加を見せており (Fig. 8(d))，地形強制力の
強さが水蒸気フラックスのマルチフラクタル性の違
いの要因の一つであることが示唆される．

Fig. 10に同じメンバー群における乱流運動エネル
ギーのマルチフラクタル指標の時系列を示す．水蒸
気フラックスの時と異なる点は，まず再現実験の時
系列はアンサンブルメンバーと比べて大きな ∆Dq を
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Fig. 11 Same as Fig. 9 and 10 but for the ensemble

member No.13 (red) and No.19 (orange). Both mem-

bers have no line-shaped rainband in Kei-Han-Shin

area.

取り続けるのではなく，アンサンブルメンバーの中
でも中間的な値を取っているということである．こ
のことは乱流運動エネルギーのマルチフラクタル性
がより強まることが必ずしも対流系の発生とは結び
つかないということを示唆している．言い換えれば，
帯状の降水域の形成を伴わなくとも乱流運動エネル
ギーのマルチフラクタル性が強くなるという性質が
現れることがあるため，線状対流系の発生検知手法
への応用の際には留意する必要がある．
それでも ∆Dq が対流発生に感度が高く，帯状の

降水域が形成される兆候の検知や対流系の組織化に
対応した変動の減少といった性質を見せているメン
バーもある．六甲山付近を起点とした帯状の強雨域
が形成されていたメンバー (Fig. 10(d)) では豪雨開
始時刻の前後で ∆Dq の変動が大きくなり，組織化の
時間帯では変動が縮小し，対流系が衰退すると ∆Dq

が減少傾向に向かった．六甲山の南側の大阪湾上を
起点とした帯状の強雨域が形成されていたメンバー
(Fig. 10(g))では，再現実験の時系列と似たような時
間経過を辿っていたことがわかる．
ここで，京阪神地域に帯状の降水域が出現しなかっ
たメンバー (No.13, 19)について各マルチフラクタル
指標の時系列を Fig. 11 に示す．QVF ではどちらの

メンバーも 0200 JST以前には横ばい又は減少傾向を
示した．0300 JST以降ではどちらも増加に転じたも
のの，どちらのメンバーも弱い雨域が散発的に発生，
あるいは解析領域外で発生した弱い雨域が移流して
領域内に入ってくるに留まった (Fig. 11(a))．
また TKE の ∆Dq は帯状の降水域がないにも関わ
らず鋭いピークが示された (Fig. 11(b))．変動の原因
は上述の散発的な弱い雨域と考えられる．このよう
に，マルチフラクタル指標は線状対流系の発生・発達
に伴い増加を示す一方で，散発的な雨域等の要因によ
り変化する場合がある．ただし，線状対流系が発生
した場合 (Fig. 11(b)青破線)は，No.12, 19(Fig. 11(b)
黄・赤線)に比べてピーク後の減少は緩やかで持続的
であった．線状対流系として組織化された事例とさ
れなかった事例の差異の検討が今後必要である．
帯状の降水域が出現した 10メンバーによるコンポ
ジット解析の結果を Table 3に示す．ここで，各マル
チフラクタル指標の顕著な増大が「強雨開始前かつ
組織化前」に生じた場合は “good”，「強雨開始後から
組織化の間」に生じた場合は “fair”，「組織化後」に
生じた場合は “poor”と記している．少なくとも組織
化の間までに増大が検知されたのは，QVFのマルチ
フラクタル指標では 10メンバー中 8メンバー，TKE
のマルチフラクタル指標では 10メンバーすべてとい
う結果が示された．すなわち，再現実験で示された
組織化指標，マルチフラクタル指標の性質はアンサ
ンブル予報実験においても概ね共通して検出された
と考えられる．一方でマルチフラクタル指標の先行
性を示さないアンサンブルメンバーもあるため，鉛
直風の強さや水平収束，不安定成層の度合い等の条
件について比較検討が必要である．

5. 結論

本研究では 3 次元的な上昇流域の時間変化に着目
して，線状対流系の組織化を定量的に診断する手法
を検討した．これに基づき組織化が生じた時間帯を
規定し，組織化に対する水蒸気フラックス QVF，乱
流運動エネルギー TKEの変動の先行性を解析した．
亀岡豪雨の再現実験において，まず散発的な孤立

した上昇流域が複数出現し，豪雨開始直後に D0 が増
大していた．この過程はバックビルディング形成や
上昇流域同士の併合・拡大に伴い帯状の上昇流域が
形成されていく過程に対応していた．上昇流域が帯
状に形成されると共に CMF が顕著に増加し，地上
においても帯状の強雨域が形成されるようになった．
強雨域が持続する時間帯では上向き CMF がさらに
増加した一方で，対流系の風上側で新たな降水域が
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を検討した．これに基づき組織化が生じた時間帯を
規定し，組織化に対する水蒸気フラックス QVF，乱
流運動エネルギー TKEの変動の先行性を解析した．
亀岡豪雨の再現実験において，まず散発的な孤立

した上昇流域が複数出現し，豪雨開始直後に D0 が増
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増加した一方で，対流系の風上側で新たな降水域が
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Table 3 The time when the multifractal indices turned to increase, the organization period, and the precedent

properties of the multifractal indices in the 10 ensemble members which represents line-shaped rainfall areas

メンバー 3 8 10 12 23

QVF 0240 JST (−5) 0000 JST (−10) 0040 JST (+20) 0000 JST (−35) 0125 JST (+35)

TKE 0220 JST (−25) 0000 JST (−10) 0000 JST (−20) 0020 JST (−15) 0120 JST (+30)

組織化 0255–0320 JST

(+10 – +35)

0035–0120 JST

(+25 – +70)

0150–0210 JST

(+90 – +110)

0115–0130 JST

(+40 – +55)

0135–0155 JST

(+45 – +65)

先行性
(QVF)

good good fair good fair

先行性
(TKE)

good good good good fair

メンバー 24 29 30 31 32

QVF 0315 JST (+55) 0150 JST (+60) 0200 JST (+15) 0205 JST (+60) 0220 JST (+60)

TKE 0140 JST (−40) 0035 JST (−15) 0115 JST (−30) 0030 JST (−35) 0035 JST (−20)

組織化 0300–0320 JST

(+40 – +60)

0200–0225 JST

(+70 – +95)

0240–0255 JST

(+55 – +70)

0210–0225 JST

(+65 – +80)

0205–0230 JST

(+45 – +70)

先行性
(QVF)

poor fair fair fair poor

先行性
(TKE)

good good good good fair

形成されなくなると D0，CMFが減少に転じた．
以上の組織化指標の性質から組織化の時間帯を定

義し，QVF/TKEのマルチフラクタル指標の時系列と
比較したところ，後者は前者に対して約 1-1.5時間前
から増大していたことが明らかになった．マルチフ
ラクタル指標の増大は初期対流の発生，発達に対応
して見られたと考えられる．以上の性質は広島豪雨
の再現実験においても概ね同様に確認された．
さらに摂動を与えた初期値に対して本研究の枠組

みがどの程度適用可能かを検討するべく，40 メン
バーで構成されたアンサンブル予報実験を用いた解
析を行った．帯状の降水域が現れた 10メンバーによ
るコンポジット解析より，大部分のメンバーで組織
化の時間帯に先行してマルチフラクタル指標が線状
対流系の組織化に先行して増大を示していた．以上
から，マルチフラクタルを用いた線状対流系発生の
早期探知手法への応用可能性が示された．水蒸気フ
ラックス，並びに乱流強度を 3 次元的に観測可能な
機器の開発及び実装を進め，リアルタイム観測に基
づいた検証と解析を将来的に行うことが期待される．
ここで，本研究の今後の課題について述べる．ま

ず，帯状の降水域を伴っていないアンサンブルメン

バーでもマルチフラクタル指標の増大が見られる場
合があることが明らかになった．これは，例えば解
析領域外で発生した雨雲が移流してきた際にもマル
チフラクタル性の変動として検知する場合が想定さ
れる．このように，線状対流系に関連しない雨域の
影響に関する処理は今後検討すべき課題と考えられ
る．線状対流系事例に加えて，線状対流系として組
織化に至らず豪雨を免れた事例も合わせて解析し，
大気場のマルチフラクタル性及び組織化指標の振る
舞いの違いやその原因の分析が必要である．
またマルチフラクタル指標の時間変化率と線状対

流系がもたらす積算降水量の多寡の関係性は必ず
しも自明ではないことに留意する必要がある．積算
降水量の増加には降水強度の増加や降水域の停滞と
いった要因が含まれ，対流圏下層の水蒸気量や大気不
安程度，風速場のシア等を考慮に入れる必要がある．
さらに，本研究では上昇流に着目した組織化指標

を構築したものの，実際の対流系では上昇流と下降
流の相互作用が重要な働きをしていると考えられる．
今後は組織化指標自体の定義を，上昇流と下降流の
集団的な振る舞いを反映した概念へと発展させてい
く必要があると考えられる．
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